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履行確実性の審査・評価のための追加書類等について 
 

１ 調査基準価格 

調査基準価格は、予定価格に 10分の７を乗じて得た額とする。 

 

２ 履行確実性の審査のための追加資料（調査基準価格未満の場合） 

入札参加者の申し込みに係る価格が調査基準価格に満たなかったときは、

以下に掲げる全ての資料の提出を求めるものとする。 

＜追加資料＞ 

イ 当該価格により入札した理由（様式１） 

ロ 入札価格の内訳書、入札価格の内訳書の明細書（様式２） 

ハ 一般管理費等内訳書（様式２－１） 

ニ 当該契約の履行体制（様式３） 

ホ 手持ちの建設コンサルタント業務等の状況（様式４） 

へ 手持ち業務の人工（様式４－１） 

ト 配置予定技術者名簿（様式５） 

チ 直接人件費内訳書（様式５－１） 

リ 手持ち機械等の状況（機械等を使用する業務に限る）（様式６） 

ヌ 過去において受注・履行した同種又は類似の業務の名称（様式

７） 

ル 再委託先からの見積書（再委託先からの押印があるもの） 

ヲ 過去３カ月分の給与支払額が確認できる給与明細書 

ワ 過去２カ年分の賃金台帳の写し（前年１月～12 月、今年１月～直

近月） 

カ 過去３カ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認で

きる書面の写し 

   なお、配置予定技術者名簿には、配置予定技術者（管理技術者、担当技

術者、照査技術者）及び再委託先技術者を記載するものとする。 

 

３ 技術提案の履行確実性の審査・評価方法の概要 

（１）技術提案の履行確実性の審査は、技術提案書（履行確実性の審査に必要

な部分に限る。）、ヒアリング及び追加資料等をもとに行い、技術提案の確

実な履行の確保が認められる場合には、技術提案に係る評価点（以下「技

術提案評価点」という。）をその履行確実性に応じて付与する。 

なお、ヒアリングに応じない場合及び追加資料の提出を求められた者が

追加資料を提出しない場合は、（２）の履行確実性の評価をＥとし、履行確

実性度を０として評価するものとする。 

（２）履行確実性の具体的な審査・評価方法は、①業務内容に対応した費用が

計上されているか、②配置予定技術者（照査予定技術者を除く。以下同

別紙１ 
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じ。）に適正な報酬が支払われることになっているか、③品質管理体制が

確保されているか、④再委託先への支払いは適正かをそれぞれ審査し、①

から④までの各項目毎に審査した上で、５段階（Ａ～Ｅ）で総合的に評価

する。 

（３）審査の目安は、次のとおりとする。 

① 業務の内容に対応した費用が計上されているか。 
審査内容 様式 審査の目安 

直接人件費、直接

経 費 、 そ の 他 原

価、一般管理費等

が必要額を確保し

ているかを審査す

る。 

様式１ 

様式２ 

様式２－１ 

様式５ 

様式６ 

◯業務内容に応じて、全て必要額※以上を確保

している又は必要額を下回った費用について

はその理由が明確である。 

×必要額を下回った費用に関する理由が明確で

ない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても加筆、修正がなく、審査する情報が十分

でない。（ただし、提出資料の内容に大幅な変

更がある場合は、提出資料が不備として「×」

とする。） 

 ※必要額は、次の表の業種区分の欄に掲げる業務の種類ごとに①～④の

それぞれの項目に記載された額とする。 

 
業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の

額 

測量調査比の

額 

諸経費の額に

10 分の４を乗

じて得た額 

－ 

建築関係の 

建設コンサルタ

ント業務 

直接人件費の

額 

特別経費の額 技術料等経費

の額に 10 分の

６を乗じて得

た額 

諸経費の額に

10 分の６を乗

じて得た額 

土木関係の 

建設コンサルタ

ント業務 

直接人件費の

額 

直接経費の額 その他原価の

額に 10 分の９

を乗じて得た

額 

一般管理費等

の額に 10 分の

３を乗じて得

た額 

一般調査 直接調査費の

額 

間接経費の額

に 10 分の９を

乗じて得た額 

諸経費の額に

10 分の４を乗

じて得た額 

 

地質調査業務 直接調査費の

額 

間接経費の額

に 10 分の９を

乗じて得た額 

解析等調査業

務費の額に 10

分の 7.5 を乗

じて得た額 

諸経費の額に

額に 10 分の４

を乗じて得た

額 

補償関係建設コ

ンサルタント業

務 

直接人件費の

額 

直接経費の額 その他原価の

額に 10 分の９

を乗じて得た

額 

一般管理費等

の額に 10 分の

３を乗じて得

た額 
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  ② 配置予定技術者に適正な報酬が支払われることになっているか。 
審査内容 様式 審査の目安 

配置予定技術者へ

の適正な報酬の支

払いが確保されて

いるか。 

様式３ 

様式５ 

様式５－１ 

過去３カ月分の

給与明細書、過

去２カ年分の賃

金台帳の写し、

過去３カ月分の

法定福利費（事

業者負担分）の

負担状況が確認

できる書面の写

し 

◯業務内容に応じて、各々の技術者に支払わ

れる報酬が会社等において定められた額以

上を確保している又は必要額を下回ってい

ても理由が明確である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を

通じても加筆、修正がなく、審査する情報が

十分でない。（ただし、提出資料の内容に大

幅な変更がある場合は、提出資料が不備とし

て「×」とする。） 

配置予定技術者の

人工が適正である

か。 

様式４ 

様式４－１ 

様式７ 

◯業務内容に応じて、人工が必要人工（標準

案）を確保している又は人工が必要人工

（標準案）を下回っているがその理由が明

確である。 

×人工が必要人工（標準案）を下回ってお

り、その理由が明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を

通じても加筆、修正がなく、審査する情報

が十分でない。（ただし、提出資料の内容

に大幅な変更がある場合は、提出資料が不

備として「×」とする。） 

上記の２つの内容がいずれも「◯」の場合は、項目②の審査結果を「◯」とし、それ以

外を「×」とする。 

 

  ③ 品質管理体制が確保されているか。 
審査内容 様式 審査の目安 

照査予定技術者へ

の適正な報酬の支

払いが確保されて

いるか。 

様式３ 

様式５ 

様式５－１ 

過去３カ月分の

給与明細書、過

去２カ年分の賃

金台帳の写し、

過去３カ月分の

法定福利費（事

業者負担分）の

負担状況が確認

できる書面の写

し 

◯業務内容に応じて、各々の技術者に支払わ

れる報酬が会社等において定められた額以

上を確保している又は必要額を下回ってい

ても理由が明確である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を

通じても加筆、修正がなく、審査する情報が

十分でない。（ただし、提出資料の内容に大

幅な変更がある場合は、提出資料が不備とし

て「×」とする。） 
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照査予定技術者の

人工が適正である

か。 

様式４ 

様式４－１ 

様式７ 

◯業務内容に応じて、人工が必要人工（標準

案）を確保している又は人工が必要人工

（標準案）を下回っているがその理由が明

確である。 

×人工が必要人工（標準案）を下回ってお

り、その理由が明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を

通じても加筆、修正がなく、審査する情報

が十分でない。（ただし、提出資料の内容

に大幅な変更がある場合は、提出資料が不

備として「×」とする。） 

上記の２つの内容がいずれも「◯」の場合は、項目②の審査結果を「◯」とし、それ以

外を「×」とする。 

  ※第三者照査を行う場合には第三者側の見積書も含めて審査するとともに、

①の費用審査にも反映させる。 

  ※照査技術者の配置が義務付けられていない場合には、配置予定技術者が

成果品の品質に対する全面的な責務を負うことになることから②の審査

で代替する。 

 

④ 再委託先への支払いは適切か。 
審査内容 様式 審査の目安 

再委託業務内容を

再委託先が確認し

ているか。 

様式２ 

様式３ 

様式５－１ 

再委託先見積書 

◯業務内容に応じて、再委託の内容、金額が明

確である。 

×明確でない。 

×提出資料が不十分であり、ヒアリング等を通

じても加筆、修正がなく、審査する情報が十分

でない。（ただし、提出資料の内容に大幅な変

更がある場合は、提出資料が不備として「×」

とする。） 

 ※再委託するものがなく、全て自社にて実施する旨の説明があった場合

には、更に業務内容に対応した費用の計上や配置予定技術者に対する

適正な報酬の支払いについて厳格な審査が必要であることに鑑み、①

及び②の審査結果を参考に、再委託業務がないという状況を踏まえた

必要額等であるか否かについて審査する。 

 

（４）評価に当たっては、次の方式により行うものとする。 

① 調査基準価格以上の価格で申込みを行った者は、技術提案の確実な履

行の確保を含め、契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそ

れがあるとはされていないことから、技術提案の確実な履行の確保が必

ずしも十分にされないと認める具体的な事情がない限り、（２）の履行確

実性の評価をＡとし、履行確実性度を 1.0として評価するものとする。 

② 調査基準価格を下回る価格で申込みを行った者は、技術提案の確実な

履行の確保を含め、契約の内容に適合した履行がされないこととなるお

それがあることから、（２）①から④までの審査項目を（３）の審査の目
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安に沿って評価した結果、「○」と審査した項目数に応じて、次の表の

「○」と審査した項目数の欄に掲げる評価に対応する履行確実性度を付

与するものとする。 

「◯」と審査した項目数 評価 履行確実性度

4 Ａ 1
3 Ｂ 0.75
2 Ｃ 0.5
1 Ｄ 0.25
0 Ｅ 0

 

以 上 
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 別紙２ 

 

履行確実性の確認ヒアリング調書 

 

本調書は、入札参加者のうち、その申込み価格が調査基準価格未満である

者に対して実施するものである。 

 

ヒアリング項目 内容 
有無のチェ

ック 

① 業務の内容に対応した費

用が計上されているか。 

直接人件費、直接経費、技術

経費、諸経費等が必要額を確

保しているか。 

有 

無 

② 配置予定技術者に適正な

報酬が支払われることにな

っているか。 

配置予定技術者への適正な報

酬の支払いが確保されている

か。 

配置予定技術者の人工が適正

であるか。 

有 

無 

③ 品質管理体制が確保され

ているか。 

照査予定技術者への適正な報

酬の支払いが確保されている

か。 

照査予定技術者の人工は適切

であるか。 

有 

無 

④ 再委託先への支払いは適

切か。 

再委託業務内容を再委託先が

確認しているか。 

有 

無 

 

 

設計共同体の名称：           設計共同体 

 

代表者の名称 

所属（電話） 

担当者氏名 
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履行確実性の審査のための追加資料作成要領（各様式別） 

 

各様式共通 

１ 各様式ごとに提出すべき添付資料のほか、入札者が必要と認める添付資料

を提出することができる。（この場合、任意の添付資料である旨を各資料の

右上部に明記するものとする。） 

２ 必要に応じ、各様式ごとに提出すべき添付資料以外にも、入札者によって

契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどうかを

評価するために説明資料の提出を求めることがある。 

 

様式１ 当該価格により入札した理由 

記載要領 

１ 当該価格により入札した理由を、手持機械等の状況、過去において受注・

履行した同種又は類似の業務、再委託会社の協力等の面から記載する。 

２ なお、当該価格により入札した結果、当該業務の適切な実施及び成果物の

品質の確保を行うことは当然である。 

 

様式２ 入札価格の内訳書、入札価格の内訳書の明細書 

記載要領 

１ 入札説明書の添付書類等に示されている工種別数量内訳書の作業項目及び

数量に対応する内訳書とする。また、工種別数量内訳書に記載されている区

分別の費用内訳が分かる明細書（一次内訳書）とすること。さらに、「名

称・規格」毎の明細書（二次内訳書）を提出すること。この際、「積算内訳

の明細書」を算出した根拠となる、設計図書に記載されている区分別の費用

及びその区分毎に職階別の歩掛、技術者単価など詳細な内訳がわかる明細書

についても提出すること。なお、機構積算額欄には、何も記載しないこと。 

２ 内訳書には、再委託（契約書に基づく発注者の承諾を必要としない軽微な

部分の再委託を含む。以下、作成要領において同じ）を予定している金額及

び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。 

３ 計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実

的なものでなければならない。 

４ 追加資料提出者の申込みに係る金額が、契約対象業務の実施に要する費用

の額を下回るときは、その下回る額を不足額として一般管理費等（建築関係

の建設コンサルタント業務等にあっては、間接経費）に計上し、「付加利

益」の内数として記載する。 

５ 業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、

「お得意様割引」等の名目による金額計上は行わないものとする。 

【建築関係のコンサルタント業務にあっては、以下の事項についても記載する

こと】 

別紙３ 
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６ 間接経費を「一般管理費」、「付加利益」及び「その他経費」の３つに分類

し、当該業務担当部署以外の経費であって、役員報酬、従業員給与手当、退

職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、

広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、

雑費等については、「一般管理費」として、当該業務を実施する社を継続的

に運営するのに要する費用であって、法人税、地方税、株主配当金、内部留

保金、支払利息及び割引料、支払保証金その他の営業外費用等については

「付加利益」として、一般管理費及び付加利益以外の経費については「その

他経費」として計上すること。 

 

様式２－１ 一般管理費等内訳書 

記載要領 

  一般管理費等（建築関係の建設コンサルタント業務にあっては、間接経

費）について内訳明細書を記載する。本様式には、少なくとも、業務を遂行

する上で不可避と考えられる当該業務の担当部署以外の本支店経費（地代家

賃、法定福利費、旅費交通費、水道光熱費など）に係る項目別の金額を明示

すること。 

様式３ 当該契約の履行体制 

記載要領 

１ 体制図においては、契約対象業務のうち設計図書（建築関係の建設コンサ

ルタント業務のうち建築設計業務にあっては設計仕様書、建築工事監理業務

にあっては工事監理仕様書、補償関係コンサルタント業務にあっては仕様書

等）において指定した軽微な部分を含め再委託を行う予定がある場合は、再

委託の相手先ごとに、相手方名、再委託を行う業務の内容、再委託の予定金

額及び再委託を行う理由を記載する。 

２ 「技術者の区分」の名称は、契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定す

ること。 

３ 測量業務及び地質調査業務については、配置を予定する技術者のうち、現

場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め、備考欄に「現場責

任者」と明記すること。 

４ 建築関係の建設コンサルタント業務にあっては、協力会社の技術者を配置

する予定である場合は、備考欄に会社名を明記すること。 

 

様式４ 手持ちの建設コンサルタント業務等の状況 

記載要領 

配置を予定する技術者ごとに、契約金額 100 万円以上の手持ちの建設コン

サルタント業務等すべてについて記載するものとする。（照査予定技術者及び

再委託先の配置予定技術者を含む） 

 

様式４－１ 手持ち業務の人工 
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記載要領 

１ 配置を予定しているすべての技術者ごとに記載する。（照査予定技術者及

び再委託先の配置予定技術者を含む） 

２ 記載日時点において配置を予定している技術者のすべての手持ち業務につ

いて記載するものとし、記載にあたっては、業務工程表（当該業務において

は技術提案書の工程計画）と整合を図ること。 

３ 業務項目については、工種別数量内訳書及び入札価格の内訳書、明細書

（様式２）の項目とあわせる。 

４ 記載する人工は、各月の上旬、中旬、下旬単位でまとめ、１日８時間勤務

を超過しないこと。 

 

様式５ 配置予定技術者名簿 

記載要領 

１ 配置を予定する技術者について記載するものとする。なお、競争参加資格

として必要な資格については少なくとも記載すること。（照査予定技術者及

び再委託先の配置予定技術者を含む） 

２ 「技術者の区分」の名称は、契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定す

ること。 

３ 測量業務及び地質調査業務については、配置を予定する技術者のうち、現

場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め、備考欄に「現場責

任者」と明記すること。 

添付資料 

１ 本様式に記載した技術者が自社社員であり、契約対象業務の入札公告後に

入社した者でないことを証明する健康保険証等の写しを添付する。（建築関

係の建設コンサルタント業務についての協力会社の技術者を配置する予定で

ある場合は、当該技術者が当該協力会社の社員であり、契約対象業務の入札

公告後に入社した者でないことを証明する健康保険証等の写しを添付す

る。） 

２ 記載した資格を証明する書面の写しを添付する。 

 

様式５－１ 直接人件費内訳書 

記載要領 

１ すべての配置を予定する技術者について記載する。（照査予定技術者及び

再委託先の配置予定技術者を含む） 

２ 「調査対象業務作業時間」については、配置を予定する技術者が当該業務

において実施予定の作業時間を記載する。 

３ 「年間総労働時間」については、前年（１月～１２月）の配置を予定する

技術者が実際に勤務した時間を記載する。（前年の途中で入社した技術者に

ついては、入社日以降の勤務時間数を記載し、入社日を備考欄に記載す

る。） 
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４ 「年収」については、前年（１月～１２月）の配置を予定する技術者に対

して支給された給与・手当・賞与などの総額を記載する。（前年の途中で入

社した技術者については、入社日以降の年収を記載する。） 

５ 「法定福利費」については、前年（１月～１２月）の配置を予定する技術

者に関して発生した社会保険等の会社負担額を記載する。（前年の途中で入

社した技術者については、入社日以降の法定福利費を記載する。） 

６ 「退職給付費用」については、前年（１月～１２月）の配置を予定する技

術者に関して発生した退職給付費用を記載する。（前年の途中で入社した技

術者については、入社日以降の退職給付費用を記載する。） 

 

様式６ 手持ち機械等の状況 

※本様式は、契約対象業務が測量業務又は一般調査業務である場合に作成する

こと。 

＜機械を保有している場合＞ 

記載要領 

１ 本様式は、契約対象業務で使用する予定の手持機械について記載する。 

２ 再委託の相手方が保有する機械を使用することを予定する場合は、備考欄

にその旨を記載すること。 

＜機械をリースする場合＞ 

記載要領 

１ 本様式は、契約対象業務で使用する予定の機械及び当該機械のリースを受

けようとする予定業者について作成する。 

２ 再委託の相手方がリースを受けて機械を使用することを予定する場合は、

備考欄にその旨記載すること。 

３ 「リース元名」の「入札者との関係」欄には、入札者又は再委託先の相手

方と機械リース予定業者との関係を記載する。（例）協力会社、同族会社、

資本提携会社等また、取引年数を括弧書きで記載する。 

 

様式７ 過去において受注・履行した同種又は類似の業務の名称 

記載要領 

過去５年間に当機構が発注した建設コンサルタント業務等を対象に、受

注・履行した同種又は類似の業務（契約対象業務と同じ業種区分の測量業務、

建設コンサルタント業務、一般調査業務、地質調査業務又は補償関係コンサ

ルタント業務に係るものに限る。）すべて（入札日時点で履行中のものは除

く。）について、新しい順に記載する。 

  なお、業務成績評定点についてもできる限り記載すること。 

 

◯ 再委託先からの見積書の写し 

  再委託を予定する業務内容全て（軽微なものを含む）において、再委託先

（予定を含む）からの見積書（再委託先の押印があるもの）を提出する。
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（金額、内訳が記載されているもの） 

 

◯ 配置を予定する技術者の報酬が確認できる書面の写し 

  配置を予定する技術者の報酬が確認できる資料として、下記の書面の写し

を提出する。 

  ① 過去３カ月分の給与支払額が確認できる給与明細書 

② 過去２カ年分の賃金台帳（前年１月～12月、今年１月～直近月） 

③  過去３カ月分の法定福利費（事業者負担分）の負担状況が確認できる

書面 
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  別紙４ 
   

   

履行確実性の審査・評価のための追加資料様式一覧  

   

様式番号 名 称 

様式１ 当該価格により入札した理由 

様式２ 入札価格の内訳書、入札価格の内訳書の明細書 

様式２－１ 一般管理費等の内訳書 

様式３ 当該契約の履行体制 

様式４ 手持ちの建設コンサルタント業務等の状況 

様式４－１ 手持ち業務の人工 

様式５ 配置予定技術者名簿 

様式５－１ 直接人件費内訳書 

様式６ 手持ち機械等の状況 

様式７ 過去において受注・履行した同種又は類似の業務の名称 
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       使 用 印 鑑 届 

 
                  左記の印鑑を、独立行政法人都市再生機構中部支社に 
             提出する書類に使用したいのでお届けします。 
                 

令和      年      月      日 
 

 
独立行政法人都市再生機構 中部支社長殿 
 
  住        所                                                     

商号又は名称                                                        
代   表   者                                                     

 
※（年間）委任を予定しない場合は、上段「使用印鑑届」のみ記入してください。 

 
 

年 間 委 任 状 

私は、都合により                            を代理人と定め、下記の権限を委任します。 
なお、本委任を解除する場合には、双方連署の上届出のない限りその効力の無いことを誓約します。 

記 
         １．見積書及び入札書提出の件  
         ２．請負契約締結の件      
         ３．請負契約履行に関する件 
         ４．請負代金請求及び受領の件 
         ５．上記各号に関し復代理人選任及び解任の件 
         ６．その他契約締結に係る一切の件 
         ７．期間 令和      年      月      日から令和９年３月 31 日まで 
  
   令和      年      月       日  
 
独立行政法人都市再生機構 中部支社長殿 
 
       委任者                                                        
                                                                
                                                                

 
上記委任の件承諾しました。 

 
       受任者                                                        
                                                                            
                                                                
 

登 録 番 号 
       
会 社 名（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

       
       

          

使 

用 

印 

印鑑証明書（原本・発行日

から 3 ヶ月以内有効）添付 

実  

印 

実  

印 

使 

用 

印 
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使 用 印 鑑 届 

 
                  左記の印鑑を、独立行政法人都市再生機構中部支社に 
             提出する書類に使用したいのでお届けします。 
                 

令和      年      月      日 
 

 
独立行政法人都市再生機構 中部支社長殿 
 
  住        所                                                     

商号又は名称                                                        
代   表   者                                                     

 
※（年間）委任を予定しない場合は、上段「使用印鑑届」のみ記入してください。 

 
 

委 任 状 

私は、都合により                            を代理人と定め、下記の権限を委任します。 
なお、本委任を解除する場合には、双方連署の上届出のない限りその効力の無いことを誓約します。 

記 
         １．見積書及び入札書提出の件  
         ２．請負契約締結の件      
         ３．請負契約履行に関する件 
         ４．請負代金請求及び受領の件 
         ５．上記各号に関し復代理人選任及び解任の件 
         ６．その他契約締結に係る一切の件 
         ７．期間 令和      年      月      日から令和９年３月 31 日まで 
  
   令和      年      月       日  
 
独立行政法人都市再生機構 中部支社長殿 
 
       委任者                                                        
                                                                
                                                                

 
上記委任の件承諾しました。 

 
       受任者                                                        
                                                                            
                                                                
 

登 録 番 号 
       
会 社 名（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

       
       

          

使 

用 

印 

印鑑証明書（原本・発行日

から 3 ヶ月以内有効）添付 

実  

印 

実  

印 

使 

用 

印 

例 契約書に押す

印鑑 

必須 

印鑑登録証明書に 

登録されている印 

本店→支店への委任する場合の

年間委任 

本店にて契約する場合、本店の担

当者が入札等に参加する場合は、

上段のみ記入 

    （支店長名 等） 

支店にて契約、支店長等もしくは

支店担当者が入札等に参加する

場合は、下段（年間委任状）を記

入。 

代表取締役等、上段の

代表者の実印 

支店長等が契約書に 

押す印鑑、上段の使用印 

（本店住所） 

（代表取締役名） 

（支店住所） 

（支店長名等） 
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別添２ 

電子契約方式確認書 

令和  年  月  日 

独立行政法人都市再生機構中部支社 

支社長      殿 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名 

※契約書の署名欄に記載する住所、商号又は名称及

び代表者名を記入すること 

 

案件名称： 

機構が指定する電子契約サービスによる契約締結の可否： 可 / 不可（紙契約方式） 

 

（電子契約可の場合、以下記入） 

電子契約手続を行う方 

（メールアドレスを複数用意できない場合等を除き、原則２名記載） 

【承認権限者※ １】 

社名： 

部署・役職： 

氏名： 

メールアドレス： 

電話番号： 

 

【最終承認権限者※ ２】 

社名： 

部署・役職： 

氏名： 

メールアドレス： 

電話番号： 

※１ 機構からの契約締結依頼を当初に受信する方 

※２ 契約手続について最終的な承認を行う方 

 

ＪＶにより契約を締結する場合は構成員の契約を行う方を以下に記載 

【承認権限者①】 

社名： 

部署・役職： 

氏名： 
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メールアドレス： 

電話番号： 

【最終承認権限者②】 

社名： 

部署・役職： 

氏名： 

メールアドレス： 

電話番号： 

 

【留意事項】 

電子契約サービスを利用する場合、電子帳簿保存法に対応した契約書の保管を行うことにつ

いて了承の上、電子契約手続きを行うこととする。 

※電子帳簿保存法に対応した保管とは、以下の要件を満たして保管する運用である。 

・真実性の確保 

・関係書類の備付 

・見読可能性の確保 

・検索機能の確保 

詳細については、以下のクラウドサインホームページを参照すること。 

https://help.cloudsign.jp/ja/articles/5675348 
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